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第２章    静岡市の子ども・子育てを取り巻く

現状と課題 

 
 

第１節 子ども・子育てを取り巻く現状 

１ 人口の推移 

本市は、平成15年（2003年）に旧静岡市と旧清水市が合併して70万人都市として新たに

誕生し、平成17年（2005年）には指定都市となりました。その後、平成18年（2006年）に

旧蒲原町、平成20年（2008年）に旧由比町と合併しましたが、平成７年（1995年）以降の

人口をみると、平成７年（1995年）をピークに減少し続けています。 

全国的に人口減少・少子高齢化が進む中、本市の人口は、令和２年（2020年）国勢調査

において70万人を下回り、本市の独自推計では、令和17年（2035年）に約60万人になる見

通しです。 

 

＜図１ 静岡市の人口の推移と将来推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 不詳を含む 

資料：令和２年までは総務省「国勢調査」、令和７年からは「静岡市将来推計人口（市

独自推計）」を基に作成 
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本市の平成７年（1995年）以降の人口を年齢別（５区分）でみると、年少人口（０～14

歳）は、平成７年（1995年）は約11.4万人でしたが、令和２年（2020年）には約7.8万人ま

で減少しています。今後も同様の傾向が見込まれており、令和17年（2035年）には年少人

口は約5.4万人まで減少すると推計されています。 

一方、老年人口（65歳以上）は、平成７年（1995年）は約10.7万人でしたが、令和２年

（2020年）は約20.9万人まで増加しています。今後は減少の傾向が見込まれており、令和

17年（2035年）には老年人口は約20.5万人まで減少すると推計されています。 

 

＜図２ 静岡市の人口の推移と将来推計（年齢５区分別）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

※ 不詳を除く 

資料：令和２年までは総務省「国勢調査」、令和７年からは「静岡市将来推計人口（市

独自推計）」を基に作成 
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２ 世帯数の推移 

本市の平成７年（1995年）以降の世帯数は、令和２年（2020年）にかけて増加している

一方で、平均世帯人員は減少しています。 

また、一般世帯の世帯構成の割合をみると、子どものいる世帯の割合が減少しています。

さらに、子どものいる一般世帯構成の割合では、核家族世帯の割合が増え、祖父母・両親・

子どもで構成される３世代等の核家族以外の世帯の割合が減少しています。 

 

＜図３ 世帯数と平均世帯人員の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 総世帯数：一般世帯のほか施設等の世帯すべてを含む 

資料：総務省「国勢調査」 

 

 

＜図４ 一般世帯の世帯構成の割合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 子どもは 18 歳未満。また、施設等世帯は除く 

資料：総務省「国勢調査」   
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＜図５ 子どものいる一般世帯構成の割合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 子どもは 18 歳未満。また、施設等世帯は除く 

資料：総務省「国勢調査」  

 

３ 子どもの数の推移 

本市の年齢（５歳階級）別の子どもの数を平成７年（1995年）と令和２年（2020年）と

で比較すると、０～４歳で32.2％の減、５～９歳で28.0％の減、10～14歳で34.6％の減と

なっています。今後について、令和２年（2020年）と令和17年（2035年）の推計値を比較

すると、０～４歳で25.5％の減、５～９歳で32.6％の減、10～14歳で32.4％の減が見込ま

れています。 

また、人口に占める子ども（０～14歳）の人口割合も減少を続け、令和12年（2030年）

には10%を下回り、少子化がさらに進むことが予測されます。 

＜図６ 静岡市の子どもの数の推移と将来推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料：令和２年までは総務省「国勢調査」、令和７年からは「静岡市将来推計人口（市

独自推計）」を基に作成  
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４ 幼稚園・認定こども園・保育園・地域型保育事業・学校の 

児童数・生徒数の推移 

令和２年（2020年）以降の幼稚園児童数と保育園児童数をみると、年々減少しています。 

一方、認定こども園児童数と地域型保育事業児童数では増減を繰り返しており、令和６

年（2024年）の認定こども園児童数は、10,951人となっています。 

また、小学校児童数と中学校生徒数は、減少傾向となっています。 

 

＜図７ 幼稚園・認定こども園・保育園・地域型保育事業の児童数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 幼稚園児童数は幼稚園により各年４月１日または５月１日、幼稚園児童数以外は

各年４月１日現在（広域入所児童数を除く） 

資料：「静岡市子ども未来課」 

 

＜図８ 小学校児童数・中学校生徒数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 市内にある国公私立小学校の児童数・中学校の生徒数で、各年５月１日現在の数

値 

資料：「静岡県学校基本統計」  
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５ 出生数の推移 

本市の平成29年（2017年）以降の合計特殊出生率は、全国や静岡県の数値と比べて低い

数値で推移しており、令和４年（2022年）は1.25（全国1.26）となっています。 

平成29年（2017年）以降の出生数をみると、年々減少しており、令和４年（2022年）に

は4,027人に減少しています。 

また、人口自然増加率について各指定都市と比較してみると、本市の人口自然増加率は

最も低い状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※ 合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別の出生率を合計したもので、

一人の女性が平均して一生の間に何人の子どもを生むかを表している。合計特殊

出生率が 2.08 を下回ると、人口は減少に転ずるといわれている。 

 

＜図 11 各指定都市の人口自然増加率＞ 
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＜図９ 合計特殊出生率の推移＞ ＜図 10 出生数の推移＞ 

資料：厚生労働省「人口動態統計」等 
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６ 婚姻・離婚数等の推移 

本市の平成29年（2017年）以降の婚姻数は、減少傾向にあり、平成29年（2017年）と令

和４年（2022年）を比較すると571件減少しています。離婚数も平成30年（2018年）以降、

減少しています。 

また、平均初婚年齢は、令和４年（2022年）では男性が31.2歳（全国31.1歳）、女性が29.6

歳（全国29.7歳）となっています。 

 

＜図 12 婚姻・離婚数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：静岡市「静岡市統計書」 

 

 

＜図 13 平均初婚年齢の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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７ 就業人口等の推移 

本市の平成７年（1995年）以降の就業人口は、男女ともに減少の傾向にあり、男女別に

みると男性の就業・非就業の人口数が大きく離れているのに対して、女性の就業・非就業

の人口数は同程度にあることが特徴として上げられます。 

また、女性の年齢別就業率をみると、30代を谷とするいわゆるＭ字カーブとなっていま

す。これは結婚・出産・育児等の要因により一旦離職した女性が、子育て等が一段落する

と再び職に就くという傾向が背景にあるとされており、全国の動向と類似した傾向を示し

ています。一方、Ｍ字カーブの谷となっている30代前後の女性就業率の推移をみると、増

加傾向となっており、令和２年（2020年）では72.9％となっています。 

 

＜図 14 就業・非就業人口の推移（男女別）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 就業には、失業者（就職活動中）を含む 

資料：総務省「国勢調査」 

 

 

＜図 15 女性の年齢別就業率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「国勢調査」  
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＜図 16 女性就業率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「国勢調査」 
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８ 児童相談所及び家庭児童相談室における相談状況 

平成30年度（2018年度）以降の児童相談所における相談件数は、令和３年度（2021年度）

まで減少傾向にありましたが、令和４年度（2022年度）には増加に転じています。また、

家庭児童相談室の相談件数は、令和４年度（2022年度）に大きく増加しましたが、令和５

年度（2023年度）は、減少に転じています。 

相談内容別では、児童虐待相談、養護相談（児童虐待以外）、障がい相談が多い状況にあ

り、適切な養育が受けられない子どもの増加や子育て家庭の孤立化、子育てに関する不安

や悩みの高まり等が相談件数の増加につながっていることが考えられます。 

＜図 17 児童相談所・家庭児童相談室における相談件数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：「静岡市児童相談所、子ども家庭課」 

 

＜図 18 児童相談所・家庭児童相談室における相談内容別にみた相談件数の推移＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

資料：「静岡市児童相談所、子ども家庭課」  
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保健相談 7 2 5 5 57 115

非行相談 99 60 76 91 96 110

育成相談 324 181 137 163 475 510

その他相談 412 352 478 586 765 851

0

500

1,000

1,500

2,000

（件）
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９ 発達相談の状況及び児童通所サービスの利用状況 

平成30年度（2018年度）以降の発達障害者支援センターにおける発達相談の延人数は、

令和３年度（2021年度）まで減少していましたが、令和４年度（2022年度）以降は増加し

ています。 

また、児童通所サービスの利用人数は児童発達支援と放課後等デイサービスのいずれも

増加傾向となっています。 

 

＜図 19 発達障害者支援センターにおける発達相談人数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：「静岡市障害福祉企画課」 

 

 

＜図 20 児童通所サービスの利用人数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：「静岡市障害者支援推進課」 

  

822 912 813 
1,009 959 

1,219 

2,503 

1,807 
1,545 1,508 

1,899 

2,301 

0

1,000

2,000

3,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（人）

発達相談実人数 発達相談延人数

3,962 5,095 6,026 7,521 
9,280 

11,745 

15,695 
17,954 

20,195 
23,738 

27,597 
31,162 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（人）

児童発達支援 放課後等デイサービス
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10 保育所等の待機児童の状況 

平成30年（2018年）以降の保育所等の待機児童数は、令和５年（2023年）まで０人でし

たが、令和６年（2024年）に８人になっています。 

 

＜図 21 保育所等の待機児童数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 各年４月１日現在 

資料：「静岡市子ども未来課」 

 

 

11 放課後児童クラブの待機児童の状況 

令和２年（2020年）以降の放課後児童クラブの待機児童数は、令和３年（2021年）に13

人まで減少して以降、令和５年（2023年）にかけて64人まで増加しましたが、再び減少に

転じ、令和６年（2024年）には、51人になっています。 

 

＜図 22 放課後児童クラブの待機児童数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各年５月１日現在 

資料：「静岡市子ども未来課」 

  

0 0 0 0 0 0

8

0

2

4

6

8

10

平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）

41 

13 

30 

64 

51 

0

10

20

30

40

50

60

70

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）
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第２節 調査結果からみた静岡市の現状 

１ 静岡市「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」概要 

① 調査の目的 

本計画における子ども・子育て支援給付に係る教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業の需要量の見込み等を設定する上で基礎資料とするため、市民の子育てに関する生活

実態や子育て支援の利用状況、利用希望等のニーズを把握することを目的として実施しま

した。 

 
② 調査の設計 

１ 調査地域 静岡市内全域 

２ 調査対象 就学前児童用：就学前児童（０～５歳）を養育する保護者 5,000人 

       就学児童用：小学生（１年生～６年生）を養育する保護者 2,000人 

３ 抽出方法 住民基本台帳からの無作為抽出 

４ 調査方法 郵送配布、郵送回収・WEB回答 

５ 調査期間 郵送回答：令和５年（2023年）12月１日～令和５年（2023年）12月31日 

       WEB回答：令和５年（2023年）12月１日～令和６年（2024年）１月12日 

 
③ 調査の回収結果 

 
 発送数 郵送回収数 WEB 回答 有効回収数※ 有効回収率 

就学前児童用 5,000 人 1,364 人 1,047 人 2,411 人 48.2％ 

就学児童用 2,000 人 479 人 444 人 923 人 46.2％ 

※ 有効回収数とは、回収数から白紙回答などの無効回答を除いた数のことです。 

 
 

④ 調査結果の表示方法 

・比率はすべて百分率で表し、小数点以下第２位を四捨五入しています。このため、百

分率の合計が100％にならないことがあります。 

・基数となるべき調査数は、ｎと表示しており、回答比率はこれを100％として算出して

います。 

・複数の回答が許されている設問においては、回答比率の合計が100％を超えることがあ

ります。 
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２ 静岡市「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」結果 

以下、主な調査結果について説明します。 

 
① 相談相手（場所）の有無（単数回答） 

就学前児童では、「いる（ある）」が93.8％、「いない（ない）」が5.8％となっています。 

就学児童では、「いる（ある）」が89.3％、「いない（ない）」が10.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 相談相手（場所）（複数回答） 

就学前児童では、「親や親族」が87.1％と最も高く、次いで「友人や知人」が68.8％、「認

定こども園等の先生」が49.8％、「かかりつけの医師」が21.5％などとなっています。 

就学児童では、「親や親族」が84.6％と最も高く、次いで「友人や知人」が75.2％、「学

校の先生」が31.7％、「かかりつけの医師」が15.5％などとなっています。 

 

 

 

 

  

ｎ=

就学前児童 2,411

就学児童 923

93.8

89.3

5.8

10.4

0.4

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる（ある） いない（ない） 無回答

％

親や親族

友人や知人

近所の人

認定こども園等の先生

かかりつけの医師

子育て支援施設
（子育て支援センター等）

保健所

保健福祉センター

市の子育て関連担当窓口

民生委員・児童委員

学校の先生

その他

無回答

87.1

68.8

8.4

49.8

21.5

9.6

1.3

3.6

1.0

0.2

3.7

4.3

0.0

84.6

75.2

9.5

4.6

15.5

1.6

0.5

1.0

0.6

0.6

31.7

4.5

0.0

0 20 40 60 80 100

就学前児童

（ｎ= 2,261）

就学児童

（ｎ= 824）
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③ 平日の定期的な教育・保育事業の利用の有無（単数回答） 

「利用している」が81.6％、「利用していない」が18.3％となっていて、「利用している」

が前回調査よりも高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 平日の定期的な教育・保育事業として利用している事業（複数回答） 

「認定こども園」が45.5％と最も高く、次いで「保育園」が25.7％、「幼稚園（通常の就

園時間の利用）」が20.9％、「幼稚園等の預かり保育（定期利用）」が6.9％、「小規模保育施

設」が3.8％などとなっています。 

 

 

 

  

ｎ=

令和５年度　就学前児童 2,411

平成30年度　就学前児童 3,373

81.6

75.6

18.3

24.1

0.1

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

％

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園等の預かり保育（定期利用）

認定こども園

保育園

小規模保育施設

事業所内保育施設

企業主導型保育施設

認可外保育施設

家庭的保育

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援センター

児童発達支援事業所

その他

無回答

20.9

6.9

45.5

25.7

3.8

1.0

0.9

1.0

0.0

0.0

0.3

1.2

3.6

0.5

0.4

0 10 20 30 40 50

就学前児童

（ｎ= 1,967）

利用している 利用していない 無回答
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【年齢別】 

年齢別にみると、“０歳”では「保育園」が最も高くなっています。“１歳”～“５歳”

では「認定こども園」が最も高くなっています。 

 
（上段：実数、下段：％） 

 調査数 

幼稚園

（通常の

就園時間

の利用） 

幼稚園等

の預かり

保育（定

期利用） 

認定 

こども園 
保育園 

小規模 

保育施設 

事業所内

保育施設 

企業主導

型保育施

設 

０歳 
121 － 2 46 49 15 3 1 

100.0 － 1.7 38.0 40.5 12.4 2.5 0.8 

１歳 
250 － 3 97 92 31 5 8 

100.0 － 1.2 38.8 36.8 12.4 2.0 3.2 

２歳 
308 56 9 124 89 24 5 7 

100.0 18.2 2.9 40.3 28.9 7.8 1.6 2.3 

３歳 
419 120 28 195 96 2 2 － 

100.0 28.6 6.7 46.5 22.9 0.5 0.5 － 

４歳 
417 96 40 222 91 － 1 1 

100.0 23.0 9.6 53.2 21.8 － 0.2 0.2 

５歳 
451 139 53 210 88 3 3 1 

100.0 30.8 11.8 46.6 19.5 0.7 0.7 0.2 

無回答 
1 － － 1 － － － － 

100.0 － － 100.0 － － － － 

 

 
認可外 

保育施設 

家庭的 

保育 

居宅訪問

型保育 

ファミリ

ー・サポ

ート・セ

ンター 

児童発達

支援セン

ター 

児童発達

支援事業

所 

その他 無回答 

０歳 
1 － － － 1 － 3 1 

0.8 － － － 0.8 － 2.5 0.8 

１歳 
10 － － 2 5 7 2 2 

4.0 － － 0.8 2.0 2.8 0.8 0.8 

２歳 
1 － － 1 4 8 2 － 

0.3 － － 0.3 1.3 2.6 0.6 － 

３歳 
2 － － 2 3 13 － 2 

0.5 － － 0.5 0.7 3.1 － 0.5 

４歳 
2 － － － 5 23 － － 

0.5 － － － 1.2 5.5 － － 

５歳 
3 － － 1 5 20 3 2 

0.7 － － 0.2 1.1 4.4 0.7 0.4 

無回答 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 
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⑤ 平日の定期的な教育・保育事業の 18 時以降の利用の有無（単数回答） 

「利用したことがある」が19.9％、「利用したことがない」が58.5％となっていて、「利

用したことがある」が前回調査よりも高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 平日の定期的な教育・保育事業の 18 時以降の今後の利用希望（単数回答） 

「利用したい」が49.2％、「利用する必要はない」が37.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 現在利用している平日の定期的な教育・保育事業を選んだ理由（複数回答） 

「居住地に近いため」が74.0％と最も高く、次いで「その保育、教育内容が魅力的であ

るため」が32.7％、「勤務地に近いため」が19.7％、「祖父母や親戚に近いため」が12.4％、

「通園手段(事業側からバスが出ている)がよいため」が8.8％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ=

令和５年度　就学前児童 1,967

平成30年度　就学前児童 2,549

19.9

15.7

58.5

46.2

21.6

38.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｎ=

就学前児童 1,967 49.2 37.1 13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用する必要はない 無回答

％

居住地に近いため

祖父母や親戚に近いため

勤務地に近いため

その保育、教育内容が魅力的で
あるため

通園手段(事業側からバスが
出ている)がよいため

金銭面から考えて

子どもの発育や発達の面で配慮が
必要であるため

子どもの友人関係から

親の友人関係から

希望していた事業が
利用できなかったため

その他

無回答

74.0

12.4

19.7

32.7

8.8

4.4

4.3

2.2

1.9

4.9

6.6

1.4

0 20 40 60 80

就学前児童

（ｎ= 1,967）

利用したことがある 利用したことがない 無回答
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【事業別】 

事業別にみると、“幼稚園（通常の就園時間の利用）”と“幼稚園等の預かり保育（定期

利用）”、“認定こども園”、“保育園”、“小規模保育施設”、“認可外保育施設”、“児童発達支

援事業所”では「居住地に近いため」が最も高くなっています。また、“事業所内保育施設”

と“企業主導型保育施設”では「勤務地に近いため」が最も高くなっています。 
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⑧ 今後利用したい平日の定期的な教育・保育事業（複数回答） 

「認定こども園」が60.8％と最も高く、次いで「保育園」が37.2％、「幼稚園（通常の就

園時間の利用）」が37.1％、「幼稚園等の預かり保育（定期利用）」が22.5％、「ファミリー・

サポート・センター」が7.2％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 土曜日の定期的な教育・保育事業の利用希望（単数回答） 

「ほぼ毎週利用したい」が8.6％、「月に１～２回利用したい」が25.1％、「利用する必要

はない」が56.3％となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
  

％

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園等の預かり保育（定期利用）

認定こども園

保育園

小規模保育施設

事業所内保育施設

企業主導型保育施設

認可外保育施設

家庭的保育

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援センター

児童発達支援事業所

その他

無回答

37.1

22.5

60.8

37.2

6.3

3.9

2.5

1.6

1.2

0.9

7.2

2.9

4.6

0.4

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70

就学前児童

（ｎ= 2,411）

ｎ=

就学前児童 2,411 8.6 25.1 56.3 10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほぼ毎週利用したい 月に１～２回利用したい

利用する必要はない 無回答
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⑩ 日曜日・祝日の定期的な教育・保育事業の利用希望（単数回答） 

「ほぼ毎週利用したい」が2.3％、「月に１～２回利用したい」が13.9％、「利用する必要

はない」が70.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑪ 長期休暇中の定期的な教育・保育事業の利用希望（単数回答） 

「ほぼ毎日利用したい」が23.4％、「週に数日利用したい」が42.3％、「利用する必要は

ない」が29.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ この１年間に子どもが病気やけがで、通常利用している教育・保育事業が利

用できなかったことや、学校を休まなければならなかったことの有無（単数

回答） 

就学前児童では、「あった」が88.9％、「なかった」が9.8％となっています。 

就学児童では、「あった」が84.6％、「なかった」が15.3％となっています。 

 

 

  

ｎ=

就学前児童 2,411 2.3 13.9 70.8 12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほぼ毎週利用したい 月に１～２回利用したい

利用する必要はない 無回答

ｎ=

就学前児童 411 23.4 42.3 29.4 4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほぼ毎週利用したい 週に数日利用したい

利用する必要はない 無回答

ｎ=

就学前児童 1,967

就学児童 923

88.9

84.6

9.8

15.3

1.4

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった なかった 無回答
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⑬ 子どもが病気やけがの際の対処方法（複数回答） 

就学前児童では、「就労している母親が仕事を休んだ」が70.2％と最も高く、次いで「就

労している父親が仕事を休んだ」が35.9％、「（同居者を含む）親族や友人・知人に頼んだ」

が25.9％などとなっています。 

就学児童では、「就労している母親が仕事を休んだ」が71.2％と最も高く、次いで「就労

している父親が仕事を休んだ」が23.6％、「（同居者を含む）親族や友人・知人に頼んだ」

が19.3％などとなっています。 

前回調査及び今回調査ともに、就学前児童及び就学児童のいずれにおいても「就労して

いる母親が仕事を休んだ」が最も高い割合になっています。 

 

【就学前児童】                       【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「緊急サポートセンター」…会員組織による子育て支援活動で、病児・病後児の預

かりや急な預かりを行います。 

  

％

就労している父親が仕事を休んだ

就労している母親が仕事を休んだ

（同居者を含む）親族や友人・
知人に頼んだ

父親または母親のうち
就労していない方が見た

病児・病後児保育を利用した

ベビーシッターを利用した

緊急サポートセンター（※）を
利用した

仕方なく子どもだけで留守番
をさせた

その他

無回答

35.9

70.2

25.9

19.5

1.5

0.4

0.6

0.7

3.2

9.1

22.9

73.0

39.5

22.2

2.3

0.2

0.9

0.2

1.6

0.3

0 20 40 60 80 100
％

23.6

71.2

19.3

17.2

0.6

0.0

0.1

12.0

4.9

0.4

9.8

58.3

26.5

24.9

0.1

0.1

0.1

10.9

3.0

0.7

0 20 40 60 80 100

令和５年度

（ｎ= 1,748）

平成30年度

（ｎ=2,031）

令和５年度

（ｎ= 781）

平成30年度

（ｎ=911）
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⑭ 病児・病後児のための保育施設等の利用希望の有無（単数回答） 

就学前児童では、「利用したい」が33.8％、「利用したいと思わない」が57.0％となって

います。 

就学児童では、「利用したい」が13.1％、「利用したいとは思わない」が85.7％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑮ 一時預かり等の利用の有無（単数回答） 

就学前児童では、「利用している」が14.9％、「利用していない」が84.1％となっていま

す。 

就学児童では、「利用している」が1.5％、「利用していない」が96.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ=

就学前児童 1,283

就学児童 588

33.8

13.1

57.0

85.7

9.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用したいと思わない 無回答

ｎ=

就学前児童 2,411

就学児童 923

14.9

1.5

84.1

96.6

1.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用していない 無回答
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⑯ 一時預かり等で利用している事業（複数回答） 

就学前児童では、「幼稚園・認定こども園の一時預かり」が43.2％と最も高く、次いで「認

定こども園・保育園等の一時預かり」が27.9％、「中央子育て支援センターの一時預かり」

が23.1％などとなっています。 

就学児童では、「ファミリー・サポート・センター」が42.9％と最も高く、次いで「子育

て短期支援事業（ショートステイ）」、「ベビーシッター」が7.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑰ 子育て支援センター等の利用の有無（単数回答） 

「利用している」が18.2％、「利用していない」が81.5％となっています。 

 

 

 

  

％

認定こども園・保育園等の
一時預かり

幼稚園・認定こども園の
一時預かり

中央子育て支援センターの
一時預かり

ファミリー・サポート・センター

子育て短期支援事業
（ショートステイ）

ベビーシッター

その他

無回答

27.9

43.2

23.1

6.4

0.3

3.1

5.0

0.3

－

－

－

42.9

7.1

7.1

42.9

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

就学前児童

（ｎ= 359）

就学児童

（ｎ= 14）

ｎ=

就学前児童 2,411 18.2 81.5 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答
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⑱ 子ども未来サポーター等の利用の有無（単数回答） 

「利用している」が2.6％、「利用していない」が97.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑲ 子ども未来サポーター等を利用していない理由（複数回答） 

「利用する必要がないため」が54.7％と最も高く、次いで「子ども未来サポーター自体

を知らなかったため」が31.9％、「時間に余裕がないため」が18.9％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

利用する必要がないため

時間に余裕がないため

自宅近くにない等、利用しにくい
場所にあるため

駐車場がない、少ないため

こども支援センターに子ども未来
サポーターが配置されていることを

知らなかったため

子ども未来サポーター
自体を知らなかったため

その他

無回答

54.7

18.9

5.4

1.8

14.3

31.9

2.9

2.6

0 20 40 60

ｎ=

就学前児童 2,411 2.6 97.2 0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答

就学前児童

（ｎ= 2,344）

子育て 
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⑳ 放課後の時間を過ごす主な場所（単数回答） 

「自宅」が59.8％と最も高く、次いで「市の放課後児童クラブ（児童館内の放課後児童

クラブを含む）」が20.5％、「習い事（スポーツ、塾等）」が7.0％などとなっていて、「市の

放課後児童クラブ（児童館内の放課後児童クラブを含む）」が前回調査よりも高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㉑ 小学校就学後、放課後の時間を過ごさせたい主な場所（単数回答） 

「市の放課後児童クラブ（児童館内の放課後児童クラブを含む）」が38.3％と最も高く、

次いで「自宅」が30.8％、「民間の放課後児童クラブ」が6.4％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（スポーツ、塾等）

市の放課後児童クラブ（児童館内の
放課後児童クラブを含む）

民間の放課後児童クラブ

児童館

放課後子ども教室

放課後等デイサービス

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

59.8

4.2

7.0

20.5

0.9

0.0

2.2

4.0

0.0

1.0

0.4

61.6

5.3

10.8

16.0

0.8

0.5

2.7

-

0.1

1.5

0.8

0 20 40 60 80

令和５年度 就学児童

（ｎ= 923）

平成30年度 就学児童

（ｎ= 1,310）

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（スポーツ、塾等）

市の放課後児童クラブ（児童館内の
放課後児童クラブを含む）

民間の放課後児童クラブ

児童館

放課後子ども教室

放課後等デイサービス

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

30.8

4.2

6.0

38.3

6.4

0.4

2.7

4.6

0.0

0.7

6.0

0 20 40 60 80

就学前児童

（ｎ= 452）
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㉒ 市の放課後児童クラブを利用予定の学年（単数回答） 

「３年生まで」が37.6％と最も高く、次いで「４年生まで」が26.6％、「６年生まで」が

18.5％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㉓ 放課後児童クラブの利用を希望する理由（複数回答） 

「児童が長い時間自宅で一人で過ごすことに不安がある」が88.0％と最も高く、次いで

「祖父母等が同居または自宅近くにいるが、児童の面倒をみることができない」が22.0％、

「習い事が始まる時間まで過ごす」が7.0％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ=

令和５年度　就学前児童 173

平成30年度　就学前児童 204

2.3

2.0

10.4

7.4

37.6

35.3

26.6

22.1

1.7

4.9

18.5

26.5

2.9

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１年生まで ２年生まで ３年生まで ４年生まで

５年生まで ６年生まで 無回答

就学前児童

（ｎ= 100）

％

児童が長い時間自宅で一人で
過ごすことに不安がある

祖父母等が同居または自宅近くにいる
が、児童の面倒をみることができない

児童が放課後児童クラブの入会を
希望している

友達が入会している

習い事が始まる時間まで過ごす

児童に障がいがある

その他

無回答

88.0

22.0

2.0

5.0

7.0

1.0

3.0

7.0

0 20 40 60 80 100



 
31 

 
㉔ 小学校就学後、長期休暇中の日中の時間を過ごさせたい主な場所（単数回答） 

「市の放課後児童クラブ（児童館内の放課後児童クラブを含む）」が38.6％と最も高く、

次いで「自宅」が28.7％、「祖父母宅や友人・知人宅」が8.9％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㉕ 育児休業の取得状況（単数回答） 

父親では、「取得した（取得中である）」が15.6％、「取得していない」が79.9％、「働い

ていなかった」が1.2％となっています。 

母親では、「取得した（取得中である）」が54.6％、「取得していない」が9.6％、「働いて

いなかった」が34.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ=

就学前児童　父親 2,411

就学前児童　母親 2,411

15.6

54.6

79.9

9.6

1.2

34.9

3.3

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（スポーツ、塾等）

市の放課後児童クラブ（児童館内の
放課後児童クラブを含む）

民間の放課後児童クラブ

児童館

放課後子ども教室

放課後等デイサービス

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

28.7

8.9

2.8

38.6

5.6

0.2

1.9

4.2

0.0

0.9

8.0

0 20 40 60 80

就学前児童

（ｎ=425）

取得した（取得中である） 取得していない

働いていなかった 無回答
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㉖ 育児休業を取得していない理由（複数回答） 

父親では、「仕事が忙しかった」が41.9％と最も高く、次いで「職場に育児休業を取りに

くい雰囲気があった」が36.9％、「配偶者が育児休業制度を利用したため」が26.7％、「収

入減となり、経済的に苦しくなるため」が26.6％、「配偶者が無職、祖父母等の親族にみて

もらえる等、制度を利用する必要がなかった」が16.8％などとなっています。 

母親では、「子育てや家事に専念するため退職した」が23.8％と最も高く、次いで「職場

に育児休業の制度がなかった（就業規則にない）」が23.4％、「職場に育児休業を取りにく

い雰囲気があった」が11.3％、「仕事に戻るのが難しそうだった」、「収入減となり、経済的

に苦しくなるため」が10.4％などとなっています。 

 

 
  

就学前児童 父親

（ｎ= 1,927）

就学前児童 母親

（ｎ= 231）

％

職場に育児休業を取りにくい雰囲気が
あった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格等に影響がでると思うので

収入減となり、経済的に苦しくなるため

認定こども園・保育園等に預けることが
できたため

配偶者が育児休業制度を利用したため

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもら
える等、制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった
（就業規則にない）

有期雇用のため育児休業の取得要件を
満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週
間）を取得できることを知らず、退職した

その他

無回答

36.9

41.9

－

5.7

10.0

26.6

3.3

26.7

16.8

0.1

9.7

0.3

2.0

－

8.9

8.9

11.3

10.0

5.2

10.4

0.9

10.4

5.2

0.0

3.9

23.8

23.4

8.7

0.0

2.6

22.5

3.0

0 20 40 60 80
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㉗ 育児休業取得後、希望より早く職場復帰した理由（複数回答） 

「希望する認定こども園・保育園等に入るため」が59.6％と最も高く、次いで「経済的

な理由で早く復帰する必要があったため」が18.1％、「人事異動や業務の節目の時期に合わ

せるため」が10.5％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
㉘ 育児休業取得後、希望より遅く職場復帰した理由（複数回答） 

「希望する認定こども園・保育園等に入れなかったため」が71.8％と最も高く、次いで

「子どもをみてくれる人がいなかったため」が9.4％、「自分や子ども等の体調が思わしく

なかったため」、「職場の受け入れ態勢が整っていなかったため」が3.4％などとなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

就学前児童 母親

（ｎ=117）

就学前児童 母親

（ｎ=503）

％

希望する認定こども園・保育園等に
入るため

配偶者や家族の希望があったため

経済的な理由で早く復帰する必要が
あったため

人事異動や業務の節目の時期に
合わせるため

その他

無回答

59.6

2.0

18.1

10.5

16.5

2.0

0 20 40 60 80

％

希望する認定こども園・保育園等に
入れなかったため

自分や子ども等の体調が思わしく
なかったため

配偶者や家族の希望があったため

職場の受け入れ態勢が整って
いなかったため

子どもをみてくれる人が
いなかったため

その他

無回答

71.8

3.4

2.6

3.4

9.4

23.1

4.3

0 20 40 60 80
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㉙ 各種事業の認知度・利用状況（単数回答） 

就学前児童の保護者の認知度をみると、『知っている』（「利用したことがある」＋「知っ

ているが利用したことはない」）が、33事業のうち19事業で50％以上となっています。「し

ずおか子育て優待カード」が89.5％と最も高く、次いで「子育て支援センター」が85.9％、

「児童館」が82.7％、「延長保育」が80.3％、「放課後児童クラブ」が79.6％、「妊婦健康診

査」が77.1％、「児童相談所」が76.9％、「幼稚園・認定こども園の一時預かり」が76.7％、

「認定こども園・保育園等の一時預かり」が74.0％、「あそび・子育ておしゃべりサロン」

が73.7％の順となっています。 

利用状況をみると、「利用したことがある」が、「しずおか子育て優待カード」で80.5％

と最も高く、次いで「妊婦健康診査」で71.0％、「子育て支援センター」で63.3％、「こん

にちは赤ちゃん事業」で60.8％の順となっています。 

 

就学児童の保護者の認知度をみると、『知っている』（「利用したことがある」＋「知って

いるが利用したことはない」）が、33事業のうち16事業で50％以上となっています。「しず

おか子育て優待カード」が92.1％と最も高く、次いで「放課後児童クラブ」が89.0％、「児

童館」が86.0％、「子育て支援センター」が83.6％、「児童相談所」が81.6％、「延長保育」

が79.5％、「放課後子ども教室」が76.8％、「幼稚園・認定こども園の一時預かり」が72.6％、

「妊婦健康診査」が70.0％の順となっています。 

利用状況をみると、「利用したことがある」が、「しずおか子育て優待カード」で83.2％

と最も高く、次いで「児童館」で62.8％、「妊婦健康診査」で61.9％、「子育て支援センタ

ー」で60.0％の順となっています。 
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【就学前児童】  

利用したことがある 知っているが利用したことはない

知らなかった 無回答

ｎ=2,411

 １．しずおかし子育てハンドブック

２．静岡市子育て応援総合サイト
　　「ちゃむ しずおか」

 ３．しずおか子育てきずなLINE

 ４．しずおか子育て優待カード

５．こんにちは赤ちゃん事業

６．マザーズハローワーク

７．児童相談所

 ８．家庭児童相談室（各区子育て支援課内）

９．子ども若者相談センター

 10．子育て世代包括支援センター

11．産後ケア

12．ママケアデイサービス

13．赤ちゃん広場

14．子育て支援センター

 15．あそび・子育ておしゃべりサロン

16．幼稚園の子育てひろば

 17．子育てトーク・子育てサロン

18．保育コーディネーター
　　（各区子育て支援課内）

19．子ども未来サポーター

20．妊婦健康診査

21．子育て支援ヘルパー

22．児童館

 23．ファミリー・サポート・センター

24．緊急サポートセンター

25．病児・病後児保育

 26．子育て短期支援事業（ショートステイ）

 27．認定こども園・保育園等の一時預かり

 28．幼稚園・認定こども園の一時預かり

 29．中央子育て支援センターの一時預かり

30．延長保育

31．放課後児童クラブ

32．放課後子ども教室

 33．実費徴収に伴う補足給付事業

37.5

38.7

6.9

80.5

60.8

9.6

5.4

4.1

2.1

7.1

19.6

7.1

6.5

63.3

36.2

28.7

16.2

5.1

8.5

71.0

3.4

47.5

6.6

2.7

4.9

1.4

13.9

22.3

13.7

27.8

14.8

12.8

5.9

32.2

25.8

8.4

9.0

6.1

17.9

71.5

39.8

26.2

32.6

39.4

37.5

18.8

22.6

37.5

31.7

31.5

14.1

22.6

6.1

32.6

35.2

54.8

35.3

57.0

24.4

60.1

54.4

41.1

52.5

64.8

38.7

21.5

23.0

28.0

77.1

3.7

25.5

64.6

15.0

47.8

63.3

51.6

32.6

47.1

65.9

5.9

17.7

30.8

43.3

71.6

59.6

13.9

54.9

8.7

29.2

52.5

28.6

64.6

16.6

13.8

35.5

10.2

10.3

38.3

62.4

7.3

7.4

7.6

6.8

7.6

7.9

8.1

8.3

8.4

8.8

8.4

8.3

8.8

8.1

8.6

8.9

9.0

9.2

9.2

9.0

9.1

8.6

9.3

9.5

9.5

9.6

9.3

9.5

9.6

9.5

10.0

10.2

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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ｎ=923

 １．しずおかし子育てハンドブック

２．静岡市子育て応援総合サイト
　　「ちゃむ しずおか」

 ３．しずおか子育てきずなLINE

 ４．しずおか子育て優待カード

５．こんにちは赤ちゃん事業

６．マザーズハローワーク

７．児童相談所

 ８．家庭児童相談室（各区子育て支援課内）

９．子ども若者相談センター

 10．子育て世代包括支援センター

11．産後ケア

12．ママケアデイサービス

13．赤ちゃん広場

14．子育て支援センター

 15．あそび・子育ておしゃべりサロン

16．幼稚園の子育てひろば

 17．子育てトーク・子育てサロン

18．保育コーディネーター
　　（各区子育て支援課内）

19．子ども未来サポーター

20．妊婦健康診査

21．子育て支援ヘルパー

22．児童館

 23．ファミリー・サポート・センター

24．緊急サポートセンター

25．病児・病後児保育

 26．子育て短期支援事業（ショートステイ）

 27．認定こども園・保育園等の一時預かり

 28．幼稚園・認定こども園の一時預かり

 29．中央子育て支援センターの一時預かり

30．延長保育

31．放課後児童クラブ

32．放課後子ども教室

 33．実費徴収に伴う補足給付事業

17.9

23.0

2.2

83.2

38.9

9.6

7.6

4.2

2.7

6.9

7.9

2.5

9.4

60.0

40.2

36.3

17.2

3.8

3.5

61.9

2.9

62.8

6.7

3.7

4.7

1.3

21.5

31.3

14.8

39.5

46.9

48.2

7.7

36.0

31.9

6.8

8.9

7.8

18.0

74.0

39.4

32.8

28.9

32.5

18.1

17.6

23.6

29.1

26.4

24.7

10.9

14.3

8.1

26.8

23.2

53.4

35.0

50.4

22.1

46.8

41.3

31.7

40.0

42.1

28.6

30.0

41.7

41.0

86.6

4.2

48.5

68.0

14.2

51.7

59.7

59.7

54.7

74.9

68.6

11.8

25.9

32.7

52.9

80.5

77.0

25.2

65.3

9.3

34.7

56.1

40.0

71.2

26.4

22.0

47.9

15.6

6.0

17.9

56.9

4.4

4.2

4.4

3.7

4.8

4.3

4.2

4.7

4.8

4.4

4.9

4.6

4.4

4.6

4.8

4.6

5.2

4.8

5.2

4.8

5.0

4.7

5.2

5.2

5.0

5.4

5.3

5.4

5.5

4.9

5.0

5.3

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
【就学児童】  

利用したことがある 知っているが利用したことはない

知らなかった 無回答



 
37 

 
㉚ 各種事業の今後の利用希望（単数回答） 

就学前児童の保護者の利用希望をみると、『利用したい』（「今後も引き続き利用する」＋

「今後利用したい」）が、33事業のうち８事業で50％以上となっています。「しずおか子育

て優待カード」が85.5％で最も高く、次いで「児童館」が66.1％、「放課後児童クラブ」が

56.8％、「放課後子ども教室」が54.4％、「しずおかし子育てハンドブック」、「静岡市子育

て応援総合サイト「ちゃむ しずおか」が51.7％、「子育て支援センター」が51.4％、「延

長保育」が50.6％の順となっています。 

 

就学児童の保護者の利用希望をみると、『利用したい』（「今後も引き続き利用する」＋「今

後利用したい」）が、26事業のうち２事業で50％以上となっています。「しずおか子育て優

待カード」が86.0％と最も高く、次いで「児童館」が53.8％となっています。 
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【就学前児童】 

 

 

  

今後も引き続き利用する 今後利用したい

利用するつもりはない 無回答

質問なし 

質問なし 

質問なし 

ｎ=2,411

 １．しずおかし子育てハンドブック

２．静岡市子育て応援総合サイト
　　「ちゃむ しずおか」

 ３．しずおか子育てきずなLINE

 ４．しずおか子育て優待カード

５．こんにちは赤ちゃん事業

６．マザーズハローワーク

７．児童相談所

 ８．家庭児童相談室（各区子育て支援課内）

９．子ども若者相談センター

 10．子育て世代包括支援センター

11．産後ケア

12．ママケアデイサービス

13．赤ちゃん広場

14．子育て支援センター

 15．あそび・子育ておしゃべりサロン

16．幼稚園の子育てひろば

 17．子育てトーク・子育てサロン

18．保育コーディネーター
　　（各区子育て支援課内）

19．子ども未来サポーター

20．妊婦健康診査

21．子育て支援ヘルパー

22．児童館

 23．ファミリー・サポート・センター

24．緊急サポートセンター

25．病児・病後児保育

 26．子育て短期支援事業（ショートステイ）

 27．認定こども園・保育園等の一時預かり

 28．幼稚園・認定こども園の一時預かり

 29．中央子育て支援センターの一時預かり

30．延長保育

31．放課後児童クラブ

32．放課後子ども教室

 33．実費徴収に伴う補足給付事業

20.9

22.1

5.8

72.2

5.5

2.9

2.3

2.0

4.6

4.4

3.6

32.0

18.6

17.4

9.5

3.2

5.4

2.6

35.0

4.5

2.8

4.7

2.1

9.3

19.9

9.7

23.6

14.5

13.0

6.5

30.8

29.6

21.4

13.3

22.2

15.0

20.5

27.9

23.3

18.7

13.8

19.4

20.7

18.2

18.7

20.1

22.0

17.4

31.1

23.7

28.3

30.7

19.2

30.0

26.9

23.1

27.0

42.3

41.4

16.3

31.4

30.2

48.0

4.3

48.6

58.0

53.0

44.9

47.4

51.1

56.2

33.6

40.1

42.4

47.7

50.5

47.2

53.5

16.0

46.8

42.9

39.7

52.3

37.0

30.9

42.9

28.1

19.7

20.8

50.6

16.9

18.2

24.8

10.2

23.7

24.1

24.2

25.2

24.7

25.7

26.4

15.1

20.7

21.9

24.2

26.1

25.5

26.5

17.8

25.0

25.9

24.9

26.4

23.6

22.3

24.3

21.2

23.5

24.8

26.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【就学児童】 

  
今後も引き続き利用する 今後利用したい

利用するつもりはない 無回答

質問なし 

質問なし 

質問なし 

質問なし 

質問なし 

質問なし 

質問なし 

ｎ=923

 １．しずおかし子育てハンドブック

２．静岡市子育て応援総合サイト
　　「ちゃむ しずおか」

 ３．しずおか子育てきずなLINE

 ４．しずおか子育て優待カード

５．こんにちは赤ちゃん事業

６．マザーズハローワーク

７．児童相談所

 ８．家庭児童相談室（各区子育て支援課内）

９．子ども若者相談センター

 10．子育て世代包括支援センター

11．産後ケア

12．ママケアデイサービス

13．赤ちゃん広場

14．子育て支援センター

 15．あそび・子育ておしゃべりサロン

16．幼稚園の子育てひろば

 17．子育てトーク・子育てサロン

18．保育コーディネーター
　　（各区子育て支援課内）

19．子ども未来サポーター

20．妊婦健康診査

21．子育て支援ヘルパー

22．児童館

 23．ファミリー・サポート・センター

24．緊急サポートセンター

25．病児・病後児保育

 26．子育て短期支援事業（ショートステイ）

 27．認定こども園・保育園等の一時預かり

 28．幼稚園・認定こども園の一時預かり

 29．中央子育て支援センターの一時預かり

30．延長保育

31．放課後児童クラブ

32．放課後子ども教室

 33．実費徴収に伴う補足給付事業

9.2

12.6

2.0

76.2

4.2

4.4

2.5

2.2

2.8

1.2

1.8

6.7

6.1

1.5

1.3

35.1

2.9

2.8

2.8

1.4

4.4

8.2

12.5

20.9

34.3

5.0

29.1

27.1

8.6

9.8

18.5

14.3

19.8

26.2

17.0

6.6

6.1

7.9

7.2

7.5

6.1

18.7

13.5

15.0

14.0

10.9

8.7

7.8

5.9

10.7

14.8

6.6

46.5

44.5

69.1

6.8

58.1

62.7

57.4

50.7

60.1

70.2

70.4

66.4

67.6

67.2

70.1

32.1

64.0

61.0

62.5

65.8

67.9

65.2

63.9

54.2

35.4

67.7

15.2

15.8

20.4

7.3

19.2

18.5

20.3

20.9

20.0

22.0

21.7

19.0

19.2

23.8

22.5

14.1

19.5

21.2

20.7

21.9

19.0

18.7

17.8

14.2

15.4

20.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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㉛ 子育てを支援するために、効果が高いと考えられる施策または充実を図って 

欲しいと期待する施策（複数回答）  

就学前児童では、「児童手当及びこども医療費助成の対象拡大や支給額の増額等、子育て

のための経済的支援の拡充」が44.8％と最も高く、次いで「児童館や公園等の子どもの遊

び場の拡充」が38.5％、「残業の縮減や育児・介護休暇等の取得促進、短時間勤務制度、フ

レックスタイム制度の実施等、男性を含めた働き方の見直し」が26.2％、「認定こども園・

保育園や幼稚園等の費用負担の軽減」が25.3％、「子育てに対する寛容さなど、子育てしや

すい社会の雰囲気づくり」が20.6％などとなっています。 

 

就学児童では、「児童手当及びこども医療費助成の対象拡大や支給額の増額等、子育ての

ための経済的支援の拡充」が48.1％と最も高く、次いで「児童館や公園等の子どもの遊び

場の拡充」が34.5％、「子育てに対する寛容さなど、子育てしやすい社会の雰囲気づくり」

が27.1％、「残業の縮減や育児・介護休暇等の取得促進、短時間勤務制度、フレックスタイ

ム制度の実施等、男性を含めた働き方の見直し」が21.2％、「安心して子どもが医療機関を

受診できる体制の整備」が18.7％などとなっています。 
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【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「－」は令和５年度調査または平成 30 年度調査で選択肢がありませんでした 

％

不妊治療に対する経済的支援
の充実

出産や不妊治療に対する経済
的支援の充実

子育て世帯の優先入居や広い
部屋の割り当て等の住宅面の

配慮

公共施設に対するファミリー
トイレの設置またはバリア

フリー化等の整備

行政では対応しにくいきめ細

やかなサービスの提供が期待
できる、ＮＰＯとうによる保

育サービス等の充実

安心して子どもが医療機関を
受診できる体制の整備

安心して子育てができるため
の相談機関の充実

残業の縮減や育児・介護休暇
等の取得促進、短時間勤務制
度、レックスタイム制度の実

施等、男性を含めた働き方の
見直し

男性の家事・育児への参加の
促進

子育てに対する寛容さなど、
子育てしやすい社会の雰囲気

づくり

その他

特になし

無回答

8.7

－

3.5

6.7

1.7

11.6

2.1

26.2

11.4

20.6

8.0

0.5

0.5

－

15.0

5.0

9.7

2.2

13.8

3.6

23.0

13.9

－

4.9

0.8

1.9

0 20 40 60
％

子育て支援に関する情報提供
の拡充

児童館や公園等の子どもの
遊び場の拡充

放課後児童クラブを増やす

放課後子ども教室の活動の
充実

認定こども園や保育園などの
教育・保育施設を増やす

保育園を増やす

幼稚園を増やす

認定こども園を増やす

発育や発達面で配慮が必要な
子どもの受け入れ体制の充実

親が子育てについて学ぶこと
ができる講習会等の開催を

増やす

親子で参加できる各種イベン
トの開催を増やす

認定こども園・保育園や幼稚
園等の費用負担の軽減

児童手当及び医療費助成の対
象拡大や支給額の増額等、子
育てのための経済的支援の

拡充

出産に対する経済的支援の
充実

8.7

38.5

12.0

7.5

10.3

－

－

－

8.3

1.8

9.2

25.3

44.8

17.9

9.9

33.2

17.5

－

－

8.4

2.1

10.4

－

3.1

14.6

38.2

47.0

－

0 20 40 60

令和５年度

（ｎ=2,411）

平成30年度

（ｎ= 3,373）
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【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「－」は令和５年度調査または平成 30 年度調査で選択肢がありませんでした 

％

子育て支援に関する情報提供
の拡充

児童館や公園等の子どもの
遊び場の拡充

放課後児童クラブを増やす

放課後子ども教室の活動の
充実

認定こども園や保育園などの
教育・保育施設を増やす

保育園を増やす

幼稚園を増やす

認定こども園を増やす

発育や発達面で配慮が必要な
子どもの受け入れ体制の充実

親が子育てについて学ぶこと
ができる講習会等の開催を

増やす

親子で参加できる各種イベン
トの開催を増やす

認定こども園・保育園や幼稚
園等の費用負担の軽減

児童手当及び医療費助成の対
象拡大や支給額の増額等、子

育てのための経済的支援の
拡充

出産に対する経済的支援の
充実

10.2

34.5

11.1

9.0

4.9

－

－

－

13.8

1.4

7.8

11.6

48.1

8.5

10.5

41.8

15.0

－

－

6.1

0.5

3.7

－

3.5

9.6

16.6

57.3

－

0 20 40 60

令和５年度

（ｎ=923）

平成30年度

（ｎ= 1,310）

％

不妊治療に対する経済的支援
の充実

出産や不妊治療に対する経済
的支援の充実

子育て世帯の優先入居や広い
部屋の割り当て等の住宅面の

配慮

公共施設に対するファミリー
トイレの設置またはバリアフ

リー化等の整備

行政では対応しにくいきめ細
やかなサービスの提供が期待
できる、ＮＰＯ等による保育

サービス等の充実

安心して子どもが医療機関を
受診できる体制の整備

安心して子育てができるため
の相談機関の充実

残業の縮減や育児・介護休暇
等の取得促進、短時間勤務制
度、フレックスタイム制度の
実施等、男性を含めた働き方

の見直し

男性の家事・育児への参加の
促進

子育てに対する寛容さなど、
子育てしやすい社会の雰囲気

づくり

その他

特になし

無回答

6.5

－

1.8

3.6

2.0

18.7

3.9

21.2

10.7

27.1

8.0

1.4

0.8

－

9.9

5.2

5.4

3.8

25.0

5.3

25.6

12.3

－

5.1

1.9

1.2

0 20 40 60
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㉜ 子育てについて日ごろ悩んでいることや不安に思っていること（複数回答）  

就学前児童では、「子育てにかかる費用が大きな負担になっていること」が39.8％と最も

高く、次いで「子どもの食事や栄養に関すること」が33.2％、「仕事や自分のやりたいこと

が十分にできないこと」が33.1％などとなっています。 

就学児童では、「子育てにかかる費用が大きな負担になっていること」が43.7％と最も高

く、次いで「子どもの教育に関すること」が36.7％、「子どもとの時間を十分にとれないこ

と」が27.6％などとなっています。 

平成30年度（2018年度）調査と比較すると、就学前児童では、平成30年度（2018年度）

調査、令和５年度（2023年度）調査ともに「子育てにかかる費用が大きな負担になってい

ること」が最も高くなっています。就学児童では、平成30年度（2018年度）調査は「子ど

もの教育に関すること」が最も高くなっていましたが、令和５年度（2023年度）調査は「子

育てにかかる費用が大きな負担になっていること」が最も高くなっています。 

 

【就学前児童】                      【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

子どもの病気に関すること

子どもの発育・発達に関する
こと

子どもの食事や栄養に関する
こと

子育ての方法がよく分からない
こと

子どもとの接し方に自信が
持てないこと

子どもとの時間を十分に
取れないこと

話し相手や相談相手がいない
こと

仕事や自分のやりたいことが
十分にできないこと

子育てにかかる費用が大きな
負担になっていること

子どもの教育に関すること

友達付き合い（いじめ等を
含む）に関すること

不登園・不登校に関すること

その他

特になし

無回答

23.4

32.4

33.2

9.2

20.9

30.4

6.3

33.1

39.8

29.1

13.7

3.2

4.5

12.6

1.0

23.1

30.9

30.2

7.9

16.6

26.7

4.6

29.7

34.9

33.6

16.4

2.6

3.7

13.5

2.7

0 10 20 30 40 50
％

18.2

27.4

18.1

4.4

12.8

27.6

3.1

22.2

43.7

36.7

26.7

5.5

4.1

14.0

1.2

15.6

25.8

17.7

4.9

13.4

26.1

4.1

20.6

41.9

43.4

28.6

4.7

5.1

12.5

2.1

0 10 20 30 40 50

令和５年度

（ｎ=923）

平成30年度

（ｎ= 1,310）

令和５年度

（ｎ=2,411）

平成30年度

（ｎ= 3,373）
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㉝ 父親からみた父親の子育てへのかかわり（単数回答）  

就学前児童では、「母親に子育てを任せず、積極的にかかわっていると思う」が35.6％と

最も高く、次いで「少しはかかわっている方だと思う」が25.7％、「子育てにおける父親と

母親の大まかな役割分担をしている」が23.2％などとなっています。 

就学児童では、「母親に子育てを任せず、積極的にかかわっていると思う」が31.6％と最

も高く、次いで「子育てにおける父親と母親の大まかな役割分担をしている」が26.8％、

「少しはかかわっている方だと思う」が21.1％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

ｎ=

就学前児童 436

就学児童 190

35.6

31.6

23.2

26.8

25.7

21.1

11.9

13.2

0.5

2.1

3.2

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親に子育てを任せず、積極的にかかわっていると思う

子育てにおける父親と母親の大まかな役割分担をしている

少しはかかわっている方だと思う

休日以外は、ほとんどかかわっていない

母親に子育ては任せっきりで、かかわっていない

無回答



 
45 

 

㉞ 父親が考える父親が子育てにかかわりやすくするために重要なこと（複数回答）  

就学前児童では、「働き方を見直し、残業や休日出勤を減らす」が50.0％と最も高く、次

いで「子育てへのかかわりに対する父親自身の意識変革」が34.9％、「父親が子育てにかか

わることへの職場の理解促進」が33.0％などとなっています。 

就学児童では、「働き方を見直し、残業や休日出勤を減らす」が48.9％と最も高く、次い

で「子育てへのかかわりに対する父親自身の意識変革」が34.7％、「父親が子育てにかかわ

ることへの職場の理解促進」が32.1％などとなっています。 

 

【就学前児童】         【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

働き方を見直し、残業や休日
出勤を減らす

休業制度を活用する

子育ては母親が主となって行う
べき、という世間の意識変革

子育てへのかかわりに対する
父親自身の意識変革

父親が子育てにかかわること
への職場の理解促進

その他

無回答

50.0

14.2

19.5

34.9

33.0

6.4

7.6

0 20 40 60
％

48.9

11.1

16.3

34.7

32.1

6.3

8.4

0 20 40 60

就学前児童

（ｎ=436）

就学児童

（ｎ=190）
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㉟ 母親からみた父親の子育てへのかかわり（単数回答）  

就学前児童では、「母親に子育てを任せず、積極的にかかわっていると思う」が32.8％と

最も高く、次いで「少しはかかわっている方だと思う」が22.9％、「子育てにおける父親と

母親の大まかな役割分担をしている」が20.1％などとなっています。 

就学児童では、「母親に子育てを任せず、積極的にかかわっていると思う」が23.0％と最

も高く、次いで「子育てにおける父親と母親の大まかな役割分担をしている」が20.9％、

「少しはかかわっている方だと思う」が20.2％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ=

就学前児童 2,254

就学児童 805

32.8

23.0

20.1

20.9

22.9

20.2

14.6

15.7

4.7

11.4

4.8

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親に子育てを任せず、積極的にかかわっていると思う

子育てにおける父親と母親の大まかな役割分担をしている

少しはかかわっている方だと思う

休日以外は、ほとんどかかわっていない

母親に子育ては任せっきりで、かかわっていない

無回答
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㊱ 母親が考える父親が子育てにかかわりやすくするために重要なこと（複数回答）  

就学前児童では、「働き方を見直し、残業や休日出勤を減らす」が42.9％と最も高く、次

いで「子育てへのかかわりに対する父親自身の意識変革」が37.1％、「父親が子育てにかか

わることへの職場の理解促進」が30.9％などとなっています。 

就学児童では、「子育てへのかかわりに対する父親自身の意識変革」が43.0％と最も高く、

次いで「働き方を見直し、残業や休日出勤を減らす」が34.2％、「子育ては母親が主となっ

て行うべき、という世間の意識変革」が28.3％などとなっています。 

 

【就学前児童】          【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

  

％

34.2

6.8

28.3

43.0

26.6

5.5

11.1

0 20 40 60
％

働き方を見直し、残業や休日
出勤を減らす

休業制度を活用する

子育ては母親が主となって行う
べき、という世間の意識変革

子育てへのかかわりに対する
父親自身の意識変革

父親が子育てにかかわること
への職場の理解促進

その他

無回答

42.9

8.9

27.5

37.1

30.9

4.4

10.4

0 20 40 60

就学前児童

（ｎ=2,254）

就学児童

（ｎ=805）
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第３節 調査結果等から見える課題 

１ 幼児期の教育・保育における待機児童の解消 

少子化が進む中にあっても、就労する保護者の増加等を背景に、認定こども園をはじめ

とする幼児期の教育・保育に対するニーズは、依然として高い状態が継続することが見込

まれます。 

特に、０～２歳児の申込者数は増加傾向で、本市では、令和６年（2024年）４月に認可

保育所等利用に係る待機児童が８名発生しています。 

早期に待機児童を解消するとともに、少子化が進む中、将来的に過剰な供給となること

がないよう、社会資源を有効活用しながら、効果的に提供体制を確保していく必要があり

ます。 

 

２ 放課後児童クラブにおける待機児童の解消 

就学児童が放課後の時間を主に過ごす場所として、放課後児童クラブは重要な居場所に

なっており、小学校高学年まで利用を希望する保護者の割合も高まっています。 

 今後も、働く保護者の増加を踏まえながら提供体制を確保し、待機児童の解消と利用し

やすさの向上を図り、少子化や、それに伴う小学校の統廃合等の状況変化に対応しながら、

児童が安全・安心に放課後を過ごすことができる場所を提供していく必要があります。 

 

３ 子育て家庭を支える支援体制の充実 

近年、就労している母親の割合が増加する中、仕事と子育ての両立が大きな課題となっ

ています。 

例えば、子どもが病気になった際の対応としては、「母親が仕事を休んで対応する」とい

う回答割合が高く、病児保育等、働く保護者を支援する取組を拡充してく必要があります。 

また、「子育てについて気軽に相談ができる人がいない、場所がない」と回答した保護者

の割合は増加の傾向にあり、安心して、妊娠・出産、子育てができるよう、こども家庭セ

ンターや子育て支援センター等の身近な場所において、妊娠期から子育て期にわたる子ど

もとその保護者の心身ケアなどの総合的な相談支援体制を構築する必要があります。 

引き続き、子ども・子育て支援の取組を確実に実施するとともに、取組に関する情報提

供を積極的に行いながら、保護者が必要な支援を受けることができる環境づくりを進めて

いく必要があります。 
 

  


